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経済学研究 44-4
北 海 道 大 学 1995.3

競 争 と 動態の概念
一一市場価値論の課題

西部

[ 0 ]はじめに

価値と生産価格の理論や再生産論を均衡論の

枠組で理解し，その定式化を行った多くの研究

がある九これらは，主にマルクス的均衡価格と

しての生産価格体系の存在証明，価値の生産価

格への転化問題(あるいは価値体系と価格体系

の双対性)，およびこれらの体系における剰余価

値の存在と利潤の存在の同等性の証明といった

主題を扱っている。

例えば，森嶋が，-私は『資本論』はマルクス

の一般均衡論を展開した書物であると理解して

いるJ (森嶋[1973J訳V頁)と述べていることか

らもわかるように，こうした研究はもっぱらマ

ルクスの経済学の均衡論的側面に焦点をあてて

いるので，それらを均衡論的アプローチと呼ぶ

ことができるだろう。均衡論的アプローチの多

くは，マルクスの市場価値論にはほとんど注目

せずに，分析から除外しているが，これはなぜ

だろうか。

産業内でトの競争の分析の困難について，塩沢

は次のように述べている。

「同一産業内の資本家聞の競争を理論的に分

析することには困難が多く，またそこから豊か

な結果を期待することはできない。ひとつの資

本がよってたつ競争上の諸条件は，製品，生産

技術，市場組織力，資金力など基本的なものか

ら顧客が企業に対してもつイメージ，広告宣伝

の良否，組織成員の士気，経営者の能力など，さ

1)例えば，置塩，森嶋， Roemerらの諸研究をあげるこ

とができるだろう。

忠

まざまな要素からなっており，単純な理想化に

よっては本質的なものがほとんどぬけおちてし

まうからである。というよりも，じつは市場と競

争に関する十分理論的な分析概念がまだ構成さ

れていないというべきだろう J(塩沢[1981J7頁)

塩沢のいうように，同一産業内での資本間の

競争は複雑な要因を問題にせざるを得ないし，

少なくとも均衡論の枠組が十分有効な分析ツー

ルを提供していないかもしれない。だからとい

って，同一産業の各企業は同ーの技術をもっと

仮定して分析を開始するとすれば，競争の本質

的な部分を見失ってしまうごとになる。これら

の均衡論的アプローチにとっては，市場価値論

の問題はたんに分析が複雑になるというより，

その分析枠組の外にあるというべきではないか。

同一部門で多数の資本が異なる技術を用いて生

産を行ない競争しているという事実が，均衡論

的アプローチにおいては競争の不完全性を意味

するということを考えてみれば，必要なことは

そこにおける「競争」概念を再検討することだ

ということがわかるであろう。

[1]では，従来の市場価値論の課題が何で

あったかを簡単にふりかえる。また，価値と生

産価格の理論にたいし市場価値論がどのような

理論的意義を持ちうるかを考察する。[2 Jで

は，市場価値論に対するこつの主要な考え方と

されている平均説(加重平均技術説)と限界説

(限界技術説)を定式化して，二つの見解が価値

と生産価格にたいし異なった含意を持つことを

明らかにする。そのうえで， [3 Jでは，平均説

と限界説は生産価格均衡を定義するために必要
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な代表的技術を導出するという共通の課題を持

っているが，市場価値論には生産技術の分散が

なぜ，いかにして生じるかを考察するというも

う一つの課題も含まれていることをみる。最後

に [4 ]で，生産技術の均一化と分散化をもた

らす二つの異なる競争概念が考えられること，

また，この二つの競争概念により資本主義経済

に固有の動態性が把握されうることを論じる。

競争と動態のこうした理解に基づくことで，資

本主義経済における価格・数量調整機構を定常

的均衡ではなく動態的秩序を可能にするものと

考えることができるのである。

[ 1 ]市場価値論の従来の課題と現代的意義

1.1 なぜ市場価値論か

市場価値論は，同一部門内において生産性の

異なる複数の生産技術を利用する複数の個別資

本が競争している状況を前提とする。社会的必

要労働時間や社会的価値の確定にかんする論議

の多くが，これらの異なる生産条件で生産され

る商品の個別的価値からいかにして市場価値あ

るいは社会的価値を導き出すことができるかと

問題を立てたために混乱が生じた。個別的価値

は市場価値(社会的価値)がまず規定されていな

ければ意味を持たない。そして，市場価値は部

門における代表的で標準的な技術により決定さ

れるのである。したがって，個別価値による社

会的価値の規定という問題は，同一部門内にお

ける異なる生産条件の存在を与件としたうえで，

生産価格論において前提とされる一部門ー技術

としての標準的技術条件がいかにして導出され

るかという問題に置き換えられなければならな

い。このように考えれば，この問題設定におけ

る市場価値論の課題は，生産性の異なる個別的

生産技術から部門技術を確定すること，ないし

その確定の現実的機構を明らかにすることだと

いってよし市場価値論を市場生産価格論とし

て再構成することが確かに必要になってくる。

[ 2 ]で見るように，生産価格と市場生産価格

が同ーのものであるためには，各個別的技術に

平均利潤を与える個別的生産価格から生産価格

が集計されるように各個別的技術の加重を定め

ればよい。結局，市場生産価格論は，個別的生

産価格がどのように生産価格に集計されるのか

をめぐる議論であるとみなすことができるので

ある。これは計算上の問題にすぎないようにも

みえるが，価値と生産価格の経済的意味をどう

とらえるかに関わってくる。

なぜ均衡論的アプローチに対して市場価値論

が重要な問題領域になりうるのか，ここでもう

少し述べておいた方がよいであろう。価値体系

と生産価格体系の等式アプローチでは，価値と

生産価格は所与の財投入行列と労働投入ベクト

ルにより定義されるが，一般に一部門で利用で

きる技術は一つでなければならならない。例え

ば，結合生産が存在するときには生産部門の数

と技術の数が一致せず一部門一技術が成り立た

なくなり，価値を一義的に定義できなくなる。

また，結合生産が存在しなくとも代替的技術が

存在する場合，所与の実質賃金率に対し最大の

利潤率を与える技術系が選択されるが，そうし

た技術系が二つ以上存在するときには，やはり

価値が一義的でなくなる問題が生じる(ただし，

不等式アプローチをとり価値の定義を合成商品

を生産する最小労働量に変更すれば，価値は一

義的に定まる2))。しかし，市場価値論において

2)一般に利潤最大化の原則にしたがって選択される技

術と労働雇用量(必要労働量)を最小化する技術は異

なるので，真の価値は現実に選択された技術系で計

算される現実の価値とことなりうる。代替的生産技

術や結合生産が存在する一般的な場合にも，真の価

値が一定の合成商品に対し一義的に決定でき，一般

化されたマルクスの基本定理を証明できることがそ

の利点であるとされている(森嶋 [1978J第 2章)。
技術が線型の場合には，需要状態したがって産出量

に関わりなく雇用労働量を最小化する技術系が一義

的に定まることがサミュエルソンらにより非代替定

理として証明されている。その証明は，小山[1994J
(550-557頁)をみよ。また，置塩も労働生産性を規定

する際に，収穫不変を前提とすれば各財の価値(投下

労働量)のいずれをも最小にする(労働生産性を最大

にする)生産技術がすくなくとも一組存在することを

明らかにしている(置塩[1957J98-101頁， 130-34頁)。
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各部門における代表的技術が一義的に決定され

ると考えれば，代替的技術や結合生産の場合に

も等式アプローチで価値決定が可能になるので

ある針。

1.2 市場価値論を均衡論的アプローチはど

うみるか

確かに，均衡論的アプローチは，一つの部門

に複数の技術が存在することを否定するもので

はない。実行可能な技術が技術集合として存在

することを前提にしてその理論体系は組み立て

られている。例えば，実質賃金率の変化に伴う

技術代替を論じるには実行可能だが収益的では

ない技術が存在していなければならない。しか

し，代替的技術が存在するときの技術選択問題

と市場価値論とは別の問題であることに注意す

る必要がある。均衡論的アプローチは，技術代

替や技術選択を分析することはできるが，同一

産業内に異なる技術が常に並存し続けるという

市場価値論で問題とされる状況を基本的に問題

としていないのである。こうした事態は，その

分析枠組みにおける均衡と競争の概念により予

め排除されているといってもよい。

代替的技術選択は，同一産業内の各企業が同

ーの技術を持っていること，ないしは同ーの生

産可能性集合に関する知識を持っていることを

仮定して，所与の価格ベクトルにたいして最も

収益性の高い技術を選択するという問題構成を

とっている。均衡論的アプローチでは，技術が

線型でない場合も含めて，一般には同一部門内

で最大の利潤率を可能にするという意味で収益

的な一つの(ないし，いくつかの間等に有利な)

技術過程が選択されると仮定する。これに対し

て，市場価値論では，同一部門内に複数の技術

が存在していることを経済の通常の状態である

3)代替的技術と結合生産のケースでも，限界的技術が

決まれば価値が規定できることについては関根

[1986J (l7l-182頁)を参照されたい。また結合生産

物の価値実体が市場価値論ないし市場生産価格論で

決定されるべきだという同様の見解は伊藤 [1981J
(245頁)にもみられる。

と考え，どれが，ないしはどのような技術結合

が同部門の代表的技術になるかを問題とする。

均衡論的アプローチから見れば，市場価値論

は，競争均衡にいたるまでの派生的な不均衡か，

各資本家が最も合理的な選択を行なっていない

という意味で過誤が存在しているか，技術に関

する知識が制限されているなど完全競争を阻害

する何らかの非経済的，制度的要因が存在する

不完全競争かのどちらかを扱っているにすぎな

い。こうした同ーの経済状況にたいする解釈や

説明の違いは，用いられる分析アプローチとそ

こでの競争や均衡の概念に依存している。本稿

は，まさにこの点を問題としたいので、ある。

[ 2 ]市場価値論における平均説と限界説

2. I 平均説の考え方

市場価値論の従来の問題構成には，主に，市

場価値は当該産業の個別的価値の加重平均であ

るとする平均説と，需要の変動にたいし弾力的

に調整を行ないうる生産技術条件が標準条件と

して市場価値を決定するという限界説が主張さ

れている。これらはマルクスの錯綜し不明瞭と

もいえる議論をいかに首尾一貫した論理で解釈

できるかという形で展開された。ここでは，マ

ルクス市場価値論の解釈上の論争をサーベイす

るのではなく，二つの見解の本質的な論理を浮

き彫りにすることを試みる。

まず，平均説を検討しよう九『資本論』第3

巻第10章「競争による一般的利潤率の平均化，

市場価格と市場価値，超過利潤」で，マルクス

は市場価値の平均規定を次のように与えている。

「市場価値は，一面では一つの部面で生産され

る諸商品の平均価値と見られるべきであろうし，

他面ではその部面の平均的諸条件のもとで生産

4)なお，後に明らかになるが，ここで検討する「平均

説」は『資本論』第3巻10章の市場価値の通説的解

釈とされてきた，市場価値は個別的価値の平均(加重

平均)であるという意味での平均説とは異なること

に注意したい。
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されてその部面の生産物の大量をなしている諸

商品の個別的価値と見られるべきであろう」

(Marx [1962-64J K.，III， S .187-88，訳(6)296頁)

マルクスのいう「一つの部面で生産される諸

商品の平均価値」と「その部面の生産物の大量

をなしている諸商品の個別的価値」は厳密にい

えば一致しない。当該部門における各生産条件

で生産される商品量の分布状態により，支配的

大量の個別的価値(モード)は平均(加重平均)よ

り大きくも小さくもなりうる。マルクスが「そ

の部面の平均的諸条件のもとで生産されて」と

いう限定条件を付けて大量規定を述べているこ

とからも，大量規定は平均規定の近似的ないし

は特殊な場合と見てきしっかえないだろう。

根岸は，このマルクスの加重平均規定を整理

し直して平均説のエッセンスを明快に論じてお

り，次に見る限界説との対比も容易であるので，

ここで彼の議論を検討する(根岸[1985J第6章)。

根岸によれば，加重平均規定による市場価値

は，マーシャルの代表的企業の正常供給価格と

同じ概念で理解できる。マーシャルの代表的企

業とは，ライフサイクルを持った企業の集合で

ある産業を定常状態において分析しようという

考え方に基づいている。森の中の若い木と老い

た木は太陽の光を求めてより高く延びようと競

争し栄枯衰退を繰り返すが，森を全体としてみ

れば一定の安定'性を保っている。こうした森と

それを構成する個々の木の関係から類比的に考

えれば，ある産業がそこに属する企業の隆替を

ともないながらも定常状態にあるならば，当該

産業の縮図として代表的企業を定義できるであ

ろう。この場合，代表的企業は正常利潤(平均利

潤と考えてよい)を含んだ正常供給価格(生産価

格と考えてよい)を持っと想定するわけである。

根岸の議論には二つの仮定がある。「企業はそ

の(正常な利潤を含む)正常な生産費が代表的企

業のそれ，すなわち産業の正常価格より高い(低

い)時，その生産量を縮小(拡大)するものであ

る」という仮定と，-定常状態においては，需要

価格は産業の正常供給価格に等ししまた，個々

の企業の供給価格は正常利潤を含んだ正常な生

産費である」という仮定である。ここにおける

正常利潤と正常供給価格をそれぞれ平均利潤お

よび生産価格と読みかえると，第一の仮定は「平

均利潤を含んだ個別的生産価格が当該産業の生

産価格より高い(低い)とき生産を縮小する(拡

大)するJ，同様に，第二の仮定は「定常状態に

おいて，需要価格は産業の生産価格に等しし

また，個々の企業の個別的生産価格は個別的費

用価格+平均利潤になる」と解釈することがで

きる。

根岸は，市場価値論における混乱は市場価値

に対応する需給均衡の性質と，市場価格に対応

する需給均衡の性質との相違が認識されていな

いから生じるのだと考える。市場価格は，産業

の供給を任意の水準に固定したときの非常に短

期の需給均衡に関わるものであるのにたいし，

市場価値は，産業の供給は可変的であるが，当

分それが変化しないような長期の需給均衡に関

わるものである。確かに市場価値論についての

マルクス経済学の理論ではしばしばこの点で混

|乱が見られたので，この指摘は正当である(ただ

し，この市場価値の需給調整にたいする認識に

ついて問題がないともいえないので，後で議論

する)。こうした需給均衡の性質の違いを前提に

すれば，長期の需給均衡に基づいて「市場価値

は産業の供給が不変に留まるような水準に決定

されなければならないJ (同85頁)とされる。

さて，市場価値を加重平均として導く根岸の

議論をみよう。いま，xを企業の個別生産価格，

ρを産業の生産価格，同じ xを持つ企業の生産

量の総計を y(x)で表し，その変化量(正であれ

ば増加量，負であれば減少量)を D(x)とする。

第一の仮定より， ρ妻x吟 D(x)言0，である。

ここで，生産量の変化率はρとZの差に比例す

ると仮定すれば，

D (x) ムー

y (x) -1-'ん
(1) 

である (D(x)/y(x)= (ρ x)/ρとおいても結
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果は同じである)。当該産業は第二の仮定により

定常状態にあり，総産出量は一定だから，

J y (x)政=一定 ( 2 ) 

したカまって， (1)より，

J D(x)此 =J (ρ-x)y(エ)dxニ o ( 3 ) 

となる。個別的生産価格が Zである企業の総産

出量 y(x)の産業の総産出量に対する比を

y (x) 
f(x) =っと4 ー ( 4 ) 

I y(x)dx 

と定義すると， (3)の右側より，

ρJ y(x)ホ =J x y(x)政 ( 5 ) 

となり， (4)を考慮すれば，

ρ= J xf(x)政 ( 6 ) 

となることがわかる。定義(4 )より，

J f(x)此 =1 (7) 

である。(6 )式は，当該産業の生産価格が各企

業の個別的生産価格を生産量によって加重され

た平均であることを示している。したがって，

根岸が市場価値と呼んでいるものが，実際は生

産価格ないし市場生産価格であることがわかる。

このρは，必ずしも支配大量をなす個別的生産

価格や，平均的生産条件のそれになるとはかぎ

らない。むしろ ρは，異なった条件で生産する

諸企業の生産量の産業における分配あるいはシ

ェアf(x)に依存する。

この結論が， i)産業が定常状態にある， ii) 

生産量の変化率はρとZの差に比例するという，

二つの仮定より導かれていることが重要である。

定常状態という仮定により，産業に対する総需

要は固定されており，産業の総産出量はちょう

どそれに等しくなるように決定されているため，

産業の総産出量が一定であると考えることがで

きるのである。しかも，生産の変化率がρとz

の差に比例するという仮定によって，一定の総

産出量Jy(x)dxを産業の総価額f砂 (x)dxに

なるように評価した価格がρになる。生産量の

変化率がρとxの差に比例しない場合には，こ

れは一般に成り立たない5)。また，xがρよりか

なり低い有利な技術であっても，それが開発さ

れたばかりの新技術であるため技術的な制約に

より生産量を増やせないかもしれない。

今述べたことから明らかなように，加重平均

によって市場生産価格を求めるためには，需要

の側に変化が生じではならない。需要が変動す

るときにρが不変であるためには，根岸自身も

いうようにρはすべての企業の生産能力が限

界に達しておらず(あるいはすべての企業に生

産能力の余力があり)，収穫一定であるといった

条件が必要になってくる。需要の増大に対し各

個別的生産価格を持つ商品がシェアf(x)上の

バランスを維持したまま総産出量を増大できな

ければρは変化してしまうからである。かりに

収穫一定を認めるにせよ，各企業には一定の生

産能力があるのが普通だから，需要が増大して

も短期的には産出量を増大できない企業がでて

くるだろう。この場合，シェアf(x)の分布がど

のように変化するかにより， ρが上昇するか下

落するかは不確定となる。 ρよりも大きい xで

生産されるシェアf(x)が相対的に大きくなれ

ば，ρは上昇するであろうし，逆の場合は逆にな

るであろう。したがって，加重平均による市場

生産価格の規定にとって総産出水準が固定され

ている定常状態の仮定は不可欠であるといって

よいだろう。

平均説には，市場価格の変動による需給調整

が含まれていない。産業に対する総需要が一定

5)例えば， D(x)/y(x)= (t-x)/xと仮定すれば， (5) 

式は，tf y~) dx= jy(x)ゐとなり， ρは加重平均

にはならない。
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であるので，市場価格=市場生産価格が前提さ

れている。それは，市場価値論が市場価格の短

期均衡とは異なる長期均衡に対応するものとみ

なされているからである。

ここで，根岸が主張していた市場価値論に対

応した需給均衡の性質が問題となる。根岸のい

う産業の供給が可変的だが，当分は変化しない

長期均衡とは，経済全体の需要状態が所与であ

って平均利潤を達成できる産業の総需要量を各

企業に配分している状況にほかならない。これ

は，一定の総需要が常に維持されるような静態

的状態を前提条件にしている。そうした想定で

は，需要の変化に各個別企業がどう反応するか

という供給量の調整も，その調整をめぐる資本

聞の競争も考慮されない。こうした見方が正し

いかどうかは，この限りでは判断することはで

きない。それは，このような問題構成が正しい

かどうか，したがって結局市場価値論がどうい

う場面設定で何を課題とするかにより決ってく

るだろう。次に見る限界説との違いは，この場

面設定と課題に関するものであるといってよい。

限界説は，市場価値論では，変動する需要に対

して資本が競争を行いながらどう対応していく

のかという調整過程を考察しなければならない

と考えるのである。

2.2 限界説の考え方

市場価値は個別価値の平均により規定される

という平均説に初めて疑問を提示した宇野は，

価値あるいは市場価値を決定する社会的労働時

間は技術的にのみ決定されるものではないとい

う次のような認識から出発した。 1956年の論文

「市場価値論について」で宇野はいう。

「商品社会では，これらのもの(生産手段や生活

資料)が商品として生産されるために，市場にお

ける交換を通して，社会的な労働の配分も常に

事後的に訂正されつつ行われなければならない。

個々の生産物の生産に要する労働時聞が，その

ものの価値を形成するものとしてあらわれると

いうことも，この特殊な形態に特有なこととな

るわけであるが，それも直ちに一定量の価値を

有するものとしてではなく，市場において互い

に交換される価格関係を通して事後的に訂正さ

れつつ現実化されるJ (宇野 [1974J71頁)

宇野は，社会的労働が「市場において互いに

交換される価格関係を通して事後的に訂正され

つつ現実化される」その調整の機構を具体的に

考察するのが，市場価値論であると考えたので

ある。しかし，市場価値論の課題はこれに尽き

るわけではない。

「市場価値論は，市場価格が価値から偏奇しつ

つも結局は価値を中心として運動するほかない

という点を明らかにするとともに，その価格運

動の中心をなす価値自身が生産者を異にするに

したがって異にする個別的価値をいかにして社

会的価値に統一するかという点をも明らかにし

なければならないJ (同73-74頁)

ここで宇野が価値といっているものを市場価

値ないし市場生産価格と解釈し直せば，宇野の

いう市場価値論の課題は，1)市場価格が市場

価値ないし市場生産価格を中心として変動する

機構の解明， 2)市場価格の変動の中心である

市場価値ないし市場生産価格が個別的価値ない

し個別的生産価格から形成される機構の解明，

の2つである。

しかも，宇野が r需要供給によって変動する

価格の運動は，結局，かかる社会的なる生産条

件の，いわば承認を市場価値として規定するた

めの，商品経済に特有なる機構なのであるJ(同

77頁)というように， 2)の課題のみを説いたの

では「不断の不均等の不断の均等化」をともな

う「商品経済に特有な機構」が見失われること

になる。市場価格の変動を通じてしか市場価値

を規定する社会的条件は「承認」されないわけ

である。

宇野が考える市場価値論における具体的調整

機構とは次のようなものである。

「市場価値は商品の需要に対する供給が，市場

価格の騰貴するとき増加し，低落するとき減少

するという価格の運動の中心をなすものとして，
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需要供給の均衡を基礎にして決定されるのであ

って，それはかかる変動の過程で供給の増加が

如何なる生産条件の生産による商品によって行

なわれるかにかかることになる。J(宇野 [1964J

159頁)

宇野がここでいっていることは，市場価値は，

異なる生産条件の組み合せによってではなく，

需要の変動による市場価格の騰落に対して供給

側がどのような生産条件で調整を行なうかによ

って決定されるということである。市場価値な

いし市場生産価格を決定するのは，ある部門の

所与の時点における異なる生産条件の組み合せ

ではなく，需要変動に反応する調節的な生産条

件である。この考え方が限界説の原型をなして

いる。

さて，市場価値論は部門内における生産条件

の相違を代表的技術条件に通約する機構である

とはいっても，生産条件の相違には実際さまざ

まな種類がある。この生産条件の相違の種類に

関連するもう一つの問題がある。これは，市場価

値論のもう一つの課題を考えるときに重要な問

題になるので，ここで宇野の見解を見ておこう。

I~資本論』第三巻十章に展開される市場価値の

規定は，同一生産方法の下に行われる同一商品

の生産の聞の個別的なる生産条件の相違ーそれ

は資本家的生産方法の発展と共に解消されるも

のと見てよいもの と，そうでなく，生産方法

の改善の過程における生産条件の相違，並びに

土地に代表される，制限された自然力の相違に

よる生産条件の相違とを明らかに区別していな

いのであるが，それは市場価値による個別的価

値の「整約」の機構を明らかにするものとしては

当然といってよいであろう J(宇野[1974J90頁)

宇野は，市場価値論は単に個別的価値の市場

価値への「整約」を明らかにするのみだから，

そこでは「資本家的生産方法の発展と共に解消

されるものと見てよいもの」と「生産方法の改

善の過程における生産条件の相違，並びに土地

に代表される，制限された自然力の相違による

生産条件の相違」は区別されないと述べている。

しかし，1)時間とともに解消されていくと考

えられる生産条件の相違， 2)生産方法の改善，

すなわち技術革新により内生的に生み出される

生産条件の相違， 3) 自然力の相違に基づく外

生的な生産条件の相違，を区別することはこれ

らに対する市場の調整機構を考える際には重要

になる。1)は資本間の「競争」により経済が

均衡に接近すれば漸次的に消滅していくような

経過的な生産条件の相違， 2) は資本間の「競

争」により積極的に創り出される経過的ではあ

るが常態的に存在しうる生産条件の相違， 3) 

は外生的に与えられ，資本聞の「競争」によっ

ては解消されない永続的な生産条件の相違であ

る。ここで， 1)，3)と2)に対して「競争」という

同ーの用語を用いたが，後述するように，これ

らの「競争」は概念的に区別されるべきである。

以上みてきた宇野の市場価値論の理解にたい

して，大きくいって二つの問題が指摘された。

第ーに，市場生産価格論による再構成につい

てである。市場価格の変動の中心は市場価値で

もあると宇野はいうが，価値と価格の次元の相

違を考慮すれば，その中心は生産価格ないし市

場生産価格である。したがって，市場価値論は

生産価格論の一環として，その個別資本の競争

により生産価格が成立する現実的機構を明らか

にすべきであるとの批判が出された九この議

論は，個別的価値から社会的価値を決定すると

いう誤った問題をただし，価格タームで考察す

べきことを指摘した点で大きな貢献があったが，

市場価値論を生産価格論に直結することで，市

場価値論に固有の課題を解消してしまうおそれ

もある。この点は次の問題にも関わる。

第二に，調整的生産条件の規定に関する問題

がある。宇野の議論では需要の変動に対する調

節的生産条件で市場価値が決定されるメカニズ、

ムが必ずしも明確でない。この点に関しては，

次のような考え方が有力な解答とみられている。

6)この論点を最も明確に打出したのは，桜井 [1968J

である。
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築部門閥の資本の競争・を前提とする市場生産価

格の観点から考えれば，需袈変動に対する

的生産条件とは，錨剰資本が部門間選択を行う

際に料足可能な最も収設監の高い技術，すなわ

ちある部門に参入する線に導入できる最も利潤

率の高い生産条件である7L

注意すべきは，これらの議論がどちらも

資本の米{繋語部分の存在や，特定の技摘に臨有

の必要最低資本量といった資本移動の昔話約

けずに，姐別資本が者s門内および部門間を自由

に移動し最も有利な技訴をを選択できるという競

争上の依定が探慰されていることである。それ

は，以上の街約が問題とならないようなある長

期にわたる競争を熊題としているからだとされ

る。これは，ある意味で完全競争を前提とする

均寵論的アプローチの投補選択の問題設定と間

ーのものになっており，…つの諮問に複数の技

術が存主とするのは，資本;鏡模の違いや冨定資本

の制約のため競争による

まないためだと考えることにつながる。つまり，

事場儲傾論の場iIDは，尭全に翻擦が終っていな

い経i践的，短態的状況であるとみなされてしま

うのである。

こうした昆解そ批判し，市場生還を価格論?は

国定資本に制約された資本移動が困難な現実的

な競争過程を前提にすべきであるという議論も

展開された九これによれば，銅剣資本が欝要の

変動にたいして資本蓄積(追加投資}率を増減さ

せ供給量の言語整を行うことで利輔さ転後均等化さ

結果として生接強格が縦起的に変欝ずる機

構を解明するのが市場生産髄格論の課題である

わこうした代表的技術あるいは標議条件の規廷は，例

えば，U)口 [1985Jにみられ，それが部門間支援択の

墓議室利総務を形成するとされているJ問一部内内に

生産条件が複数海老とする場合，ある襲警ぷでの透加供

給を多少とも弾力的に行うことができる生産条件が

その符点、でのm心会綴笈する条件である。そのよう

な条件が複数追うれば， この部門できと産を鉱援する資

本なりf患の務的から移動してくる資本なりが…般的

に移築に採用しうる生漆灸件のうちの最も後漆なも

のということになる J (河195頁)

8)この見解は，ふ林 [1979Jきをみよ。

という。各調関資本が稼働率の線界まですでに

生産しており，鴻加需要に対して掠働率の増援

で対応することは?きない状況を富u療にしてい

るわけであるo 資本の自由移殻を叡認した先の

議論に比べ，中長期的な麓争を対象としている

といってもよいが，生線価格論?前提と怒れる

各部門における代表的投痛の確定機構が不明穫

であるし，資本議機率の変動が李lJ1欝率均等イじを

もたらすという点にも疑問が残る。

これらの議論を通じて明らかなことは，市場

生産簡格論の問題構成における穣界説は均等科

題率と生産価格論が達成される勤学的調書室過程

喜子問題にしようとしているものであるというこ

とである。したがって，その調整過程がどのよ

うな調整期障で，どのような麓争を諮提にして

展開するのか，また，供絵郊の限界的調節がい

かにして行われるのかを，明確にしなければな

らない。課界説安定式化をした関根の市場f磁器

と対比しながら検討し，これらの諾

どの穂護嬰示的になったかを見てみよう

(関綾 [1986Jpp. 156-202)。

2.3 銭界説の定式化

構根に特徴的なのは，師{直も錦絡も需繋から

独;立ではないと考える点である。これは，

緩界説のすべての考え方に踏黙的に含まれてい

るものだといってよいが，関根はこの点を明示

化している。技補系は社会的欝袈状態安反挟す

る一定の露出水準にたいして特定北されたもの

って，産出水準が変化すれば技術系も

する。技術系はある均衡点の近接で繰静近似し

たものにすぎないので，レオンチェブ型の，棟形

技捕後{皮定ずることは適切ではないと考えられ

ている。実襟，筒値と価格の繋饗からの独立性

は線形技術の仮に依存しているのである。

投入買すと産出財が一つしかない 1部丹モ

の生産嶺格均衝における総選出量をX，総投入

そXx，総投入労働議をLxとすれば，集計さ

れた投入産出関係は，(Xx， Lx)…令Xとなる{た

だし，純生産可能条件Xx<X，労畿の強不可欠
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性Lx>0と仮定する)。仮に，この部門の各企業

が同ーの技術を採用しているとすれば，通常の

価値の定義にしたがい，商品Xの価値λxはつぎ

の価値方程式で決定されることになろう。

XxAx+Lx=Xλx 

λ Lx -x-X-Xx 

産出量Xの近傍で線形近似できるとすれば，

産出 1単位あたりの財投入量をぬ，労働投入量

をLとすれば，この技術を産出 1単位あたりの

技術(ぬ，Zx)→ 1の形に書き直すことができる。

上の最初の方程式の両辺をXで割れば，次の方

程式がえられλxが得られる。

axλx + lx=λx 

λ lx -
x-l-ax ( 8 ) 

この産業(このケースでは経済全体でもあるが)

には，異なる技術により生産を行なう n個の企

業グループが存在し，第 iグループの集計され

た投入産出関係が，それぞれ次のようであると

しよう(これらの投入産出関係は，産出量 Xωの

近傍でしか成立しない)。

(X/i)， Lx(i)) → X(i) 

いま，個別的価値をλωを次のように考える。

Xx(i)λx(i) + Lx(i) 二 X(i)λx(z)

T _ (i) 
λx(り JX

λ X(i)-XX(。
長(i)

一 l_n(i)
ょ "'x

( 9 ) 

現在 1部門モデルを考えているので各個別技

術のみにより個別的価値が定まるが，一般には

他部門の技術にも依存し，この部門の代表的技

術が先に決められなければならない9)。いまは，

9)当該部門の代表的技術が何らかの方法で決定されて

おり(他部門の技術は一部門一技術とする)，それを

この問題をおくことにしよう。

第 tグノレープの総産出量の産業の総産出量に

対する割合である生産量シェアをm(i)三 X(凸/

X(O<m(i)豆 1)と表すと，個別的価値の生産

量シェアによる加重平均λAは次式で与えられ

る。

n 

λXA=~m(i). λx(Z) 

丈、 m(丹ι(i)

-4710dz) (10) 

むと λxAは一般に一致しない。これに対して，

限界技術による市場価値を次のように考えよう o

Zが再生産可能であるなら，xに対する需要が

一単位増加するとき各グループの技術によって

供給もー単位増やされなければならない。第 t

ク守ループの限界的な供給の部門の限界的供給に

対する比をどi)三 dXω/dX (i ~l ，...， n) であ

らわし，限界反応係数(marginal response 

ratios)と呼ぶ。例えば，第 tグループの技術が

限界供給をなし得ない場合にはどi)=0，また，

第 t特定グノレープのみが限界的供給を行なうと

きにはどi)=1となるであろう。需要が減少する

場合は，逆に，どのグループの供給が限界的に

減少するかをど勺ま表している。定義より，

ヱ客三=ヱε(i)二 1(0;;;; e(i)引 ) )
 

唱
Eム

守
E
よ，，a

‘、

である。また，X(丹にかんする部分供給弾力性

(segmental supply elasticities)をがi)三 (Xj

X(i)) ・(dX(i)jdX)とすれば，

含む技術系を{A，し}(Aは財投入行列(nXn)，し

は労働投入ベクトル(nXl))，価値ベクトノレを八

(nX 1)とする。 Aが生産的で分解不能だと仮定する

と， A八+L=八より八=(I -A)-lし(Iは単位行

列)である。すると，個別的価値λx(のは(9)ではなく

xx(の八 +Lx(i) (XxC<lは粗生産投入財ベクトル(1X 

n))で決まることになる。個別的価値λ(のは明らかに

八に，すなわち当該部門の代表的技術を含む技術系

{ A，し}に依存する。したがって，代表的技術は，

個別的価値より論理先行的に決定されなければなら

ないのである。
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δ(i)=ε(，)/ m(i)> 0 (12) 

このとき，この部門の限界的技術(X'x， L' x)→ 

Xを次のように定義する。

(X' x ，L' x)三 (2o(均Xx(Z)，22δ(吋Lx(i))→X (13) 

産出l単位あたりの限界的財投入量を αrx，限界的

労働投入量をんとし(12)を考慮すれば，これは，

(α'x， l'x) == (2ε(Z)ado，23ε(i) lx (i))→ 1 (14) 

と書くこともできる。 (11)より玄ε(i)=1だか

ら，産出量Xの近傍における単位限界技術は，

第 tグループの財投入量と労働投入量をそれぞ

れ限界反応係数 ε(i)により加重平均したもの，

あるいは， ε(i)により個別的技術を一次結合し

たものである。そして，これがこの部門の代表

的技術になる。限界説は，この代表的技術によ

り商品の市場価値が決定されると考える。この

市場価値をλxMとすれば， (13)， (14)より，

λM=ーよ_x__ 
x X-X'x 

~ò(i) LX(i) 

X -~ o(i) Xx(i) 

l'x 
1-a'x 

Zε(叫(i)

1-~ε(り)αx(z)

(15) 

となる。(9 )式の通常の価値の定義によるん

は， ~m(叫ω=ι 2m(i)ぬ(i)=らであるから，

~m(i) ι (i) 
λ __ i 

一 l-~m(印ぬ(i)
(16) 

と変形できる。これより，んは生産量シェアm(i)

により加重平均された財投入量と労働投入量を

代表的技術として市場価値を定義していると解

10)置塩は，部門内に異なる生産方法が利用されている

場合，それらの生産量を加重として生産係数を加重

平均したものを平均的生産方法」と呼んでいる(置

釈することができる 10)0(15)と(16)を比較すれ

ばわかるように，すべての iにたいして生産量

シェアm(i)と限界反応係数ε(i)が等しく，生産量

シェアと同じ割合で限界的供給を行なうか，

あるグループkが単独で限界的供給を行ない

(ε(k)= 1)，そのグループの単位技術が市場シ

ェアで集計された全体の単位技術に等しければ

(~m(i)lx (i)= 1ωx， ~m(i)Ox(i)= α(k)X) ，んと λxM

は一致する。もちろん，各部門に一企業しか存

在しない独占，もしくはすべての企業が同ーの

技術を採用している場合，両者に差はないが，

一般に両者は異なる。限界説の立場から見れば

んは特殊ケースにすぎないのである。

部門の代表的技術が(13)ないし(14)で定義さ

れた各グループの技術の一次結合は，均衡産出

量を限界的に生産するものであり，社会的需要

を反映する一定の産出水準に固有のものとなる。

加重平均価値λxAは，価値は社会的需要から独立

に確定するべきであるという先入見に基づいて，

個別的価値を生産量シェアのウェイトにより加

重平均して決定しようとするものだが，既に述

べたように(注 7参照)，ぞれは代表的技術が定

まらなければ意味のない概念である。そもそも

市場経済には市場価値が個別的価値の加重平均

で決定される現実的メカニズム(生産価格にお

ける利潤率均等化のような)が存在しないので

ある。

2.4 市場生産価格としての限界説

以上の市場価値論の議論を市場生産価格論と

して説くときも実質上，以上と同じように展開

することができる。

ここでも部門内に異なる技術を使って生産す

るn種の企業グループがあるとしよう。実質賃

金率が与えられているとして，一般均衡におけ

塩 [1957J58-62頁)。この平均的生産方法を本稿で

いう代表的技術と考えれば，これにより計算される

価値(ニ市場価値)は (16)のみである。価値を定義す

る代表的技術が資本主義経済における生産価格均衡

で採用されていることを示す式は，本文で後述する

(19)である。
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る総産出量X，第 tグループの産出量 X(九均等

利潤率 rとしよう。賃金により基準化された市

場生産価格を Px，個別的生産価格を丸(均とする。

fJxは投下不変資本(資本ストックKJの償却済

不変資本(資本フロ -XJにたいする比率で

fJx=Kx/ζ である。すると Pxと丸(内は，

ρxニム(1+ rfJJι+ (1十r)lx 

丸(i)二仏(l+rfJJぬ(凸+( 1 + r) lx(i) 

( i =1，...， n) (17) 

となる。(17)の二番目の方程式が意味するのは，

もし企業グループ tがその産出量X(i)をそれぞ

れ個別的生産価格Px(i)で販売できれば，すべて

のグループが平均利潤をあげるということだが，

一番目の方程式により均衡においては一物一価

が成立し，同ーの市場生産価格で販売すること

を強いられる。結果的に，個別的生産価格が市

場生産価格より低い(高い)企業グループは超過

利潤(負の超過利潤)を得ることになる 1九ぬと

Lは(14)のゲxとん，すなわち限界的技術として

の代表的技術であることを思い出せば， (14)よ

り(17)は次のようになる。

Px="'J..ε(i)・{仏(1十rfJJぬ(i)+(1 + r) lx(i) 

="'J..εω Px(i) (18) 

これより，限界反応係数による個別的生産価格

の加重平均が市場生産価格になることがわかる。

このような限界技術結合を当該部門のオープ

ン・フェースとよべば，それは需要の変動に対

して限界的な調整を行なうとともに，他部門と

の競争を担い部門間移動の基準となる 12)。オー

11) (9)の個別的価値と， (17)の個別的生産価格の順序

は常に同一であるとはかぎらない。つまり，個別的価

値における優等，中位，劣等という順序と個別的生産

価格によるそれらの順序は等しい場合が多いが，資

本構成が大きく異なれば，その順番が代わることが

ある。この場合，資本主義経済において優劣を決める

ものはいうまでもなく，個別的生産価格の方である。

12)ただし，このオープン・フェースにおける代表的技術

プン・フェースは，どれか一つの個別的な技術で

なくとも技術結合でよいが， ε(i)が決れば一義的

に決ってくるので利潤率均等化がいえる。関根

のいうオープン・フェースとは，ある種の概念

的構成物であり，先に検討した根岸の議論にお

ける代表的企業と同様の考え方である。それは，

結局当該部門の代表的技術を意味している。

しかし，根岸は，代表的企業を需要状態が一

定の定常状態において求めたのに対し，関根は

オープン・フェースを当該部門への需要の限界

的変動面で捉えるという違いがある。オープ

ン・フェースとは，他部門と等しい平均利潤率

を達成できる限界的技術結合であり，いわば当

該部門で他部門と競合する部分である。

実際， (6)式は現在の記号を使って書き直せば，

px="'J..m(i) pxω (19) 

である。したがって，根岸の定式化における当

該部門の代表的技術とは(l4)式のどi)の代わり

にm(均を代入したもの，すなわち生産量シェア

m(i)により加重平均された財投入量と労働投入

量からなる技術(~m(i) ax(i) ， ~m(i) ι (i) ) (加重

平均技術)であることがわかる。また，この代表

的技術によって価値を計算すれば(16)のんに

なる。

(10)に表現された個別的価値の加重平均によ

る市場価値規定は，マルクス市場価値論の通説

的解釈であって，本稿で検討した平均説とは異

なることがいまや明らかであろう。両者の混同

を避けるために，以後，前者を「加重平均価値

説J，後者を「加重平均技術説」と呼ぶことにし

よう。平均説と略するときには，常に「加重平

均技術説」を意味することとする。

加重平均技術説は，市場価値を部門で集計さ

れた財投入量と労働投入量で定義されるんと

は技術結合であるので，一般には，他部門の資本が

当該部門に参入する際に利用可能で最も収益性の高

い「イ固別の」技術ではない。これが資本の部門間移

動の基準だというのは，参入資本が代表的技術を構

成するように各個別技術へ配分されれば平均利潤が

得られるということである。
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考える。なぜなら(19)によって生産価格が決定

されるとみるからである。 (19)は，需要から独

立な価値の定義にコンシステントな加重平均的

な代表的技術が生産価格体系で採用されている

ことを仮定するものと考えることもできる叫。

これに対して，加重平均価値説は，資本主義経 l

済で個別的価値の加重平均として価値が決定さ

れるメカニズムを説明することができない。個

別的価値は，論理上価値に先行するものではあ

り得ず，その平均として価値を定義することは

できないのである。

2.5 平均説と限界説のインプリケーション

(18)か(19)か，どちらを採用するににせよ，

それらはおのおの生産価格と均等利潤率を与え

る。部門数がNだとすれば，市場生産価格体系

は各部門ごとに (18)と同様のN本の連立方程式

系になる。個別的技術係ぬと ι限界反応係数

ε(九資本フロー・ストック係数()xが与件である

から，変数は九がN個 rが 1個の合計N+1

個で自由度 1になる。仮に実質賃金率(労働一単

位あたりの賃金ノTンドル)が与えられれば，この

体系は閉じ市場生産価格と均等利潤率が決定す

る。(19)についても同様でbある。

(18)ないし(19)式は，各企業グループで現実

に採用されている個別的技術から代表的技術を

合成する加重ε(i)ないしm(i)の代替的定義に対

応する市場生産価格均衡体系である。しかし，

どちらの市場生産価格均衡を考えるかによって，

代表的技術，すなわちある部門における「正常

な生産条件」が異なる。そして，それに伴って

価値と生産価格の水準も違ってくるし，また，

代表的技術により定義できる価値や生産価格が

需要から独立かどうかという含意にも違いが生

じる。これらは，すべて価値と生産価格の問題

構成に関わる問題である。

加重平均技術説では，技術系は部門における

各企業グループの生産量シェアに依存する。生

13)根岸の生産価格均衡は，したがって注(10)でのべた

置塩の考え方に一致することになる。

産量シェアはある産出水準で経験的に与えられ

るから，とりあえずは与件とみなせるだろう。

ゆえに，代表的技術の集合である技術系も与件

である。生産価格が個別的生産価格の生産量シ

ェアによる加重平均になっていることは，部門

の産出量を一定と考えるに等しい。あるいは逆

に部門産出量が一定という定常状態を仮定すれ

ば，生産価格は個別的生産価格の生産量シェア

による加重平均できまるといってもよい。

この説では，定常状態を前提としているので，

産出量水準から独立に価値と生産価格が決定さ

れるようにみえる。しかし，そのためには個別

技術の結合である代表的技術の線形性がいえな

ければならない。経済全体の総需要や需要構成

が一定の単純再生産を仮定すれば，ある所与の

生産価格で各部門に対する需要量は一定であり，

それを各企業が分配すると考えることができる。

生産量シェアが増大している企業グループと縮

小している企業グループがうまくバランスをと

り，代表的技術を一定に保つような調整メカニ

ズムが存在しなければ代表的技術の線形性は保

証されない。

さらに，部門の産出量が変化するときには，

個別技術が稼働率限界まで線形だとすれば，す

べての企業グループの産出量がこの限界内にあ

って，しかも各グループの生産量シェアm(i)が

不変のままか，あるいは生産量シェアm(凸が代

表的技術が変化しないようにうまくバランスを

とって変化しなければならない。

だが，いず、れのケースも一般的ではないので，

産出量を不変としても生産量シェアの変化に応

じて代表的技術は変化し，価値と市場生産価格

が変化することになるであろう。結局，生産量シ

ェアm(i)が不変であるという状況を考えない限

り，価値や市場生産価格が安定的であるとはい

えないのである。平均説は生産価格均衡を需要

構造が変化せず，同じ産出水準が維持され再生

産可能な経済状態が繰り返される定常均衡と解

釈しているが，実際には代表的技術とそれによ

り決定される価値と生産価格の内生的な変化を
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伴うものであると考えられる。

一方，限界説では，生産価格均衡は定常的状

態というよりも，需要変動による不断の不均衡

に対し資本が常に限界的供給をおこなうことで

数量調整が行なわれると考えられている。ここ

には，おそらく二つの仮定がふくまれている。

第ーに，限界的供給は非熟練単純労働のみによ

り生産される純粋資本主義経済が前提されてい

る。仮に熟練労働によってしか生産されないよ

うな商品が存在するとすれば，その非弾力性に

比例する地代が発生するが，資本主義的生産は

熟練労働に大きく依存していない。第二に，労

働力の再生産という考え方についてである。通

常，労働者の賃金バンドルは外生的与件として

固定されており，賃金財の構成は変化しないと

仮定されているが，それは労働力を他の商品と

同様の投入産出関係に還元するものである。

資本は労働者に対し家畜飼料のように賃金バン

ドルを押し付けることはできないのであって，

資本は自発的に形成される社会的需要の現存ノf

ターンの制約を受けながら，その変動に対応せ

ざるをえない。つまり，資本主義経済では，賃

金財需要を含めた需要関数の自発的変化に供給

は不断に対応しなければならないと考えられて

いるわけである。

このように，限界説の理論構成では，限界技

術として与えられる代表的技術に関しても，生

産技術の非熟練化=単純労働化といった生産技

術自体の変化や需要の自発的変動に対する限界

的技術の絶えざる変動が初めから前提されてい

る。したがって，価値や生産価格も決して長期

定常的なものではなく，限界的技術の変化に伴

いこれらも変動することになる。

限界的技術の変化は，技術そのものの変化を

も含むが，それを除けば，一定の技術系のもと

での在庫率，生産稼働率，蓄積率，資本移動速

度といった個別資本のさまざまな調整行動の合

成的な結果である。関根の定式化における限界

的反応係数ε(i)とは，具体的にはどの調整様式

を意味しているのだろうか。利潤率均等化に資

本移動が必要でーあると考えていることもわかる

ように，これらすべての諸要因の合成によりどi)

がきまると想定しているのであろうか。限界説

では，限界的供給は，資本流出入調整，蓄積率

調整，稼働率調整，在庫調整といったさまざま

な数量調整メカニズムを媒介にして達成可能で

あるので，その調整機構の作動様式についての

考え方はさまざまでありうる。明らかに，いま

あげた 4つの資本の調整行動は長期から短期へ

とならんでいる。これらすべての合成によりがi)

が決定されるものとすれば限界的供給も需要の

変動も長期的なものであることになる。

限界的供給の調整が長期的なものと限定して

しまってよいかどうかは，もう少し検討しなけ

ればならない点である。ここで、は，限界説によ

る調整機構の具体的な一例として関根の価格・

在庫調整メカニズムを見ながら、この点を考え

てみよう。

2.6 限界説による調整機構

関根は，需要の変動に対する比較的短期の調

整機構を考えている。それは，個別資本の在庫

調整活動により媒介されつつ，市場価格の市場

生産価格からの事離を常に市場生産価格へ引き

付ける価格調整である。

市場で売買を行なうここでの経済主体は，生

産者や消費者ではなく，一定の貨幣量Mをでき

るだけ大きな貨幣M'へ転化することを目的と

する商人資本であり，その行動様式は商品をで

きるだけ安く買って高く売ることで一定期間に

最大の価値増殖率を目指すことである。利潤率

はしたがって，時間要因を含むフロー・ストッ

ク率になり、資本は、商品の売り手として商品

が速やかに販売できればその価格引き上げ，販

売が低下すれば商品の価格を引き下げる。この

商人資本家的行動様式から安定性命題が導出さ

れる o 利潤率を計算するには，生産資本だけで

なく，貨幣資本および商品資本からなる流通資

本を考慮、に入れなければならない。 Kxを商品流

通在庫を含む前貸資本の全体，広三を前と同じく
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資本フロー(償却済不変資本)とし Bx=ι/ζ

と再定義しよう。次のような在庫調整をともな

う価格調整過程を考える。

「もし超過需要が存在すれば商品資本の在庫

は減少し，これが前貸資本の償却済資本に対す

る比率。を低下させることで，利潤率を上昇さ

せる。資本家は元のθを回復するために商品在

庫を積み上げる一方で，上昇した利潤率を維持

するために価格を上昇する」

これは，次のような四つの調整過程に分割す

ることができる。

( i )もし超過需要(超過供給)が存在すれば，商

品ストックQが一定の速度で枯渇(積上)す

る:j; (D -S) = dQ / dt 

( ii )もし商品ストックQが減少(増大)すれば，

投下不変資本の償却不変資本にたいする比

率。xが下落(上昇)する:!z (dQ / dt) = dBx 
/dt 

(iii)もし&が下落(上昇)すれば，曲線r=F(px.

。uが上方(下方)へシフトし，すべての価格

に対して利潤率は上昇する:五(dBx/

dt) =dr / dt 

(iv)もし利潤率が&の変化の結果として上昇

(低下)すれば，現行の利潤率を維持しなが

ら資本家はBxを回復するために価格を上げ

る(下げる):五(dr/ dt) = dpx/ dt 
四つの関数の一次導関数の記号は， /'1 < 0， 

/'2> 0， /'3< 0， /'4> 0である。したがって，

四つの関数の合成関数x三五・!z'!z'j;は，

」色=x[D(九τ)-S(弘)] 
dt 

(20) 

となりx'>0である (D， Sは需要関数，供給関

数， τは生産手段に対する社会的需要の強度を

示すパラメーター)。したがって Iもしある商

品の超過供給(超過需要)が存在するならば，そ

の市場価格は下落する(上昇する)J という安定

性命題が証明される。

以上のように，乙の価格・在庫調整過程により

競争均衡の局所的安定性を生み出すことができ

ると考えることができるが，この調整過程は，

いうまでもなく生産稼働率調整，資本蓄積率調

整，資本移動調整に比べれば比較的短期の調整

過程である。

生産価格は産出量から独立であると考える平

均説とは異なり，限界説は，価格調整と数量調整

が分離できず，相互に作用しながら資本主義経

済が秩序化されると認識することを可能にする。

もちろん，一般均衡論のように価格と数量が同時

に決定されると単純に考えるのではなく，複雑

な調整機構を媒介とすることをも考慮、している。

需要の自発的変動は，短期的には市場価格を

変動させると同時に，長期的には代表的技術を，

そして価値や生産価格をも変化させる。このと

き，市場価格による価格調整と同時に，供給側

にも限界的な数量調整が期間の長短におうじた

さまざまな調整様式を通じて行なわれる。市場

価値論は，このような資本主義経済の価格・数

量調整の具体化をはかる理論的領域としての意

義を持っているのである。

こうした考え方に対し，そうした資本主義経

済の調整の現実的機構は景気循環としてあらわ

れるのであるから，そこで具体的に考察すべき

だという見方もあろう。しかし，景気循環論は

いずれにしても何らかの調整機構を前提にして

いるので，市場機構の調節や資本の調整行動を

どう理解するかにより，その中身も決ってくる。

景気循環という経験的現象を説明する前に，個

別資本の競争行動を媒介にしたさまざまな調整

過程の相互関連やそれがもたらす変動の様相を

一般的枠組みで考察しておかなければならない

のである。

資本主義経済は，決して定常状態にあるわけ

でも均衡に収束するものでもなく，異なる期間

において作用する調整作用の重層的作動によっ

て再生産を可能にする動態的な秩序である。だ

が資本主義経済の動態性を理解するためには，

市場価値論のもう一つの課題に目をむける必要

があるのである。
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[3 ]市場価値論のもう一つの課題

平均説と限界説の考え方を検討してきて，そ

れらがどのような問題設定と前提条件により成

立しているかが明らかになった。これらはすべ

て相互に関連しあっている。生産価格均衡をど

のような設定で，どのような調整メカニズムに

より説くのか，その調整に要する期聞はどの程

度を考えればよいか。部門間競争と部門内競争

の関係を同ーのレベルで問題とするのか，ある

いは区別すべきなのか。こうした論点は一つ一

つをとってみても，真偽を一概に判断すること

はできない。すべて，定義と前提の違いに帰着

するからである。

しかし，どちらの説に立つにせよ，これらの

議論は生産価格論では，各部門における代表的

生産技術体系と一般的利潤率の存在を諸資本の

競争の結果として先取り的に前提する形で，価

値の生産価格への転化を説き，市場生産価格論

て'~;:J:，各部門内に複数技術が並存する状況にお

いて，いかに代表的技術を決定し各部門の利潤

率が均等化されるかを分析するという理論構成

に関しては大差はない。どちらも，市場価値論

の課題が生産価格論ないし転形問題のための系

論的，補足的な説明の役割を果たす乙とである

とされている。

こうした立場によれば，市場価値論は，価値

と生産価格の構造的連闘を均衡論的あるいは静

態的に考察するための補助的な問題領域でしか

ない。もし各部門に代表的技術が一つしか存在

しない場合には，資本による高利潤率部門の選

択あるいは資本の部門間移動により均等利潤率

が達成される部門間競争のメカニズムを問題と

し生産価格論のみを論ずればよい。だが，一部

門内に多くの資本が存在し，それぞれが異なる

技術を用いて生産を行なっているという「複雑

な」場合に，代表的技術をどう定義し， ;j和利司可J潤率

均等化の調整機構をどう理解するかという補助

的問題が生じると考えられている l凶4叫)

14)市場価値論を生産価格論の系論と捉える課題設定に

生産価格論を一般均衡として定式化しなけれ

ばならない限り，そしてまた，価値と生産価格

の理論にとって要件となる一部門一技術の存在

を説かなくてはならない限り，市場価値論を市

場生産価格論として再構成して，部門内競争と

部門間競争を同じ枠組みで論じ，いかにして各

部門に均等な利潤率が達成されるかを考察する

ことがその唯一の課題であると考えられるのは，

いわば不可避なこととなる。

生産価格論を一般均衡としてとらえて，均衡

への収束やその安定性を説くのが市場生産価格

論の課題だとするこの分析関心と問題設定で，

資本主義経済の基本的特質ともいうべき競争と

動態の過程を十分認識することができるであろ

うか。均衡論的アプローチと共通するこうした

見方を越える可能性を持った認識を，市場価値

論に見いだ、すことはできないであろうか。

市場価値論には，先の問題と表裏の関係にあ

るともいえるもう一つの問題構成がありうる。

それは，第一の問題設定では前提とされていた

次の点，すなわち，同一部門内において異なる

生産技術の相違を経済体系に対する外生的与件

と考えず，それがいかに発生し存在し続けるの

かを分析することである。そして，生産技術の

分散が内生的に生み出される過程で，生産技術

体系と社会的需要が相互に影響しあいながら経

済が秩序化される様相を「絶えざる不均等の均

等化」の動態的過程として考察しようというも

のである。

土地に代表される自然的条件に起因する生産

同じ様な疑問を提出したものとして小幡 [1988J第

3章第3節があげられる。小幡はしかしその考察は

また，遡ってはじめ所与とされた生産条件のバラツ

キ自体がどうして生じたのかという点に，一定の反

省を迫るものを含んでいたJ(同270頁)とのべ，われ

われが市場価値論のもう一つの課題と考えたものを

考察している。生産の条件のバラツキの原因を長期

的な需要の動向に求めて，長期的需要の傾向的増加

が資本蓄積を加速し，生産条件のバラツキを拡大す

るという。長期的需要の増大が，容易に技術革新を

次々に引き起こさせるための条件を創り出すと考え

ているなら，そういってよカミろう。
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条件の相違は，時間の経過とともに消失するこ

となしどの時点、においても同じ状態で存在し

続けるわけであるから，それはまさに与件とい

ってよい。この場合には，生産条件の差異を前

提にして，代表的生産条件の確定と超過利潤の

発生を解明するだけで十分でトある。

しかし，生産条件の分散の原因は，多くの場

合，自然的条件とはいえない。同一生産部門内

の生産技術条件の分散は，超過利潤を求めて個

別産業資本により行なわれる技術開発と新技術

の導入をつうじて，経済の内部から積極的に生

み出される。同時に，固定資本の存在，特許な

どの社会的制度は，そうして発生した分散が速

やかに消滅し，生産条件が均一化するのを阻害

する条件となっている。他方では，新技術より

劣った技術を採用している個別資本は，固定資

本の未償却分の残存などの制約条件があるもの

の，できるだけ早く新技術を採用あるいは模倣

することで，自らも超過利潤をえようとするで

あろうし，平均利潤をえられていない場合や市

場を早晩奪われる可能性をも予想する場合には，

新しい技術の採用や模倣は当該産業部門で生き

残り淘汰されないためにも必須の要件となって

くる。これが，新技術の普及を促す要因として

働き，生産技術が均一化する圧力を生み出すの

である。

こうした技術革新と新技術の普及過程は，生

産技術の分散化を生み出すと同時にそれを均一

化しようとする動態的過程である。その誘因も

超過利潤という内生的に発生し消滅するもので

ある。

同一部門における複数の生産条件の併存とい

う事態は，こうした生産条件の不断の分散化(あ

るいは均一化の阻害)と不断の均一化が，同時に

進行する複雑な動態的過程をある一時点で描写

した共時的な断面図にすぎないと考えるべきで

ある。この動態的過程は，通時的には個別的技

術から代表的技術を合成する加重m(i)ないしが。

をなんら需要の変動が生じなくとも変化させる。

したがって，生産量シェアm(りないし限界反応

係数ε(勺まこの動態的過程で決定される変数と

見なければならない。需要の変動に関わりなく

m(i)ないしε(句ま内生的に変化するならば，代表

的技術も変化し価値と生産価格も変化する。価

値や生産価格の定常性はもはや維持することが

できないのである。

また，技術の革新と普及の過程が意味してい

るのは，価格や産出量が一定であるとしても，

個別的生産技術が自発的に変化するということ

である。しかも，それは一回きりの現象ではな

く，不断に生じうる現象と見なければならない。

このことは，技術系の与件性という根本的な仮

定をも再考すべきことを意味する。限界説は，

価値と生産価格の変動は主として需要の自発的

変化にあるとみていたが，その原因は供給の自

発的変化の方にもあるのである。

[4J競争概念と動態概念の再検討

生産条件の不断の分散化と不断の均一化とい

う対立する二つの傾向を生み出している諸資本

聞の競争も，個別資本にとっては利潤最大化と

いう目的のための「ひとつの競争」でしかない

が，概念的には区別しなければならない。なぜ

なら，それぞれは異なる経済調整の役割をはた

しているからである。

まず，技術革新が存在しない場合に収益的な

生産技術の均一化をもたらす競争を見ょう。生

産価格より低い個別的価値を持つ企業グループ

は超過利潤をえるが，生産価格より高い個別的

生産価格を持つ企業グループは平均利潤率に満

たない利潤率しかえられない。 n個の企業グル

ープがあるとき，それらを個別的生産価格の低

い方から高い方に順番に番号を付けていけば，

個別的生産価格の最も低い企業グループは第 1

グループ，最も高い企業グループが第nグルー

プになる。いうまでもなく，第 1企業グループ

は最も高い利潤率を享受している。資本が他の

部門へ退出する場合をいま除外するとすれば，

各企業グループが最大の利潤率を達成しようと
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すれば，固定資本の償却が終了し次第，第 1グ

ループの技術(第 1技術と呼ぶ)に自己の技術を

更新しようとするだろう。第 1技術を採用する

のに特許量を支払わなくてはならないとか，第

1技術が大きな最低必要資本量を持った技術で

あるといった何らかの制約がなければ，遅かれ

早かれすべての企業グループが最も収益性の高

い第 1技術を採用することになる。もし，実質

賃金率(賃金バンドノレ)が一定ならば，この結果

成立する新しい均等利潤率はもとの均等利潤率

よりも高くなる 1九この状態で，第 1技術以外の

技術が有利になるといった再帰現象は生じない

ので，第 1技術の普及過程は一方向的であり，

最も収益性の高い技術(複数の場合もある)に均

一化する。しかし，第 1技術の普及後に実質賃

金率が変化するとすれば，第 2から第n技術の

中により収益性の高い技術が出てくる可能性が

ある。この場合には，再帰現象が起こりうるの

で第 1技術の普及過程は必ずしも一方向とはい

えなくなる 16)。

第一の場合には，各企業の競争が生産条件の

均一化の傾向を作り出し，完全に均一化すれば

一部門一技術の想定に一致する。したがって，

m(りないしジ唯一致し平均説と限界説の違いは

なくなる。これは，第 1技術の普及過程でそれ

が代表的技術になっていく過程，もしくはそれ

により決定される生産価格ないし価値へ収束す

る過程と考えることができる。

第二の場合には，第 1技術が完全に普及した

後に実質賃金率が変化すれば，例えば第 k技術

が有利になってそこへの均一化が進行するとい

うように，次々と別の技術への均一化が進むと

いった状況が考えられうる。また，第 1技術が

完全に普及する前に実質賃金率が変化すれば，

普及化の過程が阻害され，技術の相違がある状

15)この部門が基礎的部門と仮定している。実質賃金率

が一定で，生産費を低下させるような新技術が導入

されたとき，均等利潤率が上昇するという置塩の定

理の証明は置塩 [1965J (113-14頁)を参照。

16)技術の再帰現象については塩沢 [1981J (110-11頁)

を参照。

態が次々に生み出される可能性もありうるであ

ろう。特に，労働者の賃金バンドノレが固定的で

ないならば，貨幣賃金が一定でも社会的需要は

自発的に変動するから，当然この第 2の場合を

想定しなければならない。この場合には，仮に

部門で利用されうる技術がn個に固定されて

いても，異なる生産技術が存在し続ける可能性

がある。

このどちらの場合も，与えられた環境(技術，

価格，実質賃金率，需要)あるいは環境の変化に

直面して，それに各企業が適応しようとして進

行する過程であることに注意しよう。ここでは，

環境の変化により淘汰されないよう，最も収益

性の高い技術を速やかに選択し所与の環境に適

応したものが有利になるのだから，こうした競

争は「環境適応的」なものである。均衡論的アプ

ローチが，主として考えているのはこのような

競争であるといってよい。また，限界説で利潤

率均等化をもたらす動因になっているのも，や

はりこの個別資本間の「環境適応的」競争である。

これに対して，技術革新を目指す資本聞の競

争は，与えられた環境の中に自発的に新しい環

境(新技術や新商品)を創り出していくという意

味で r環境創出的」競争である 1九

17)ここでいう環境適応的競争と環境創出的競争は，必

ずしも産業資本に特有なものと考える必要はない。

二つの競争概念は，資本の一般的形式といわれる商

人資本の「より安く買ってより高く売る」利潤追求

行動から導き得るし，商人資本の行動様式を産業資

本が継承していることを示しているとも考えられる。

商人資本を市場で成立する価格の受容者(プライス

テイカー)とみなせば，市場における商品の時間的・

場所的価格差は与件となる。商人資本は売買活動を

通じてこの価格差を利潤として獲得しようとするが，

結果的にこの価格差を消滅させ市場価格を調整する

ことになる。商人資本は，この意味では価格調整的

行動を行っているといえるだろう。しかし，商人資

本が実際上，価格設定者(プライスメイカー)でも

あることを考えると，市場価格は必ずしも適応すべ

き与件ではなく，個々の商人資本の予想形成や価格

設定に影響を受ける変数と考えなければならない。

商人資本は価格の上昇や下落を予想して，商品在庫

を調整したり，販売価格を調整したりする。この場

合，価格の上昇や下落に対する投機的な予想や行動

が価格の不安定性をもたらす可能性がある。価格変
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技術革新には，既に存在する商品の新しい生

産工程をうみだすプロセス・イノベーションと

新しい商品を生み出すプロダクツ・イノベーシ

ョンがあるが，ここでは前者のみを考えよう。

プロセス・イノベーションには技術の開発費用

がともなうことが通常である。どのような基準

によって企業がプロセス・イノベーションを実

行するかしないかを判断するのかは，この開発

費用と新技術の普及過程で獲得できる予想超過

利潤総量によりきまるといってよいが，いま単

純に，新技術が現行の生産価格と実質賃金率で

最も個別的生産価格の低い第 1技術よりも低い

個別的生産価格で生産することが可能ならば，

それは導入されると考えよう。

重要なことは，この新技術の導入が生産技術

の均一化の普及過程を破壊するということであ

る。新技術導入の時点で第 1技術が既に完全に

普及していれば，今度はこの新技術への普及過

程が開始する。生産技術は第 l技術と新技術の

二つに分裂し，次第に新技術が普及していくこ

とになろう。新技術導入の時点で第 1技術が完

全に普及していなければ，いくつかの異なる技

術が並存しうることになる。さらに，技術革新

が，以前の新技術が完全に普及する前に実施さ

れることが，次々と繰り返されていくと，最新

技術への均一化の過程ではありながらも，異な

る技術が平行して存在するということが常態化

してくる。現代における情報通信技術分野にお

ける技術革新の波状的発生はまさにこうした経

済状況に対応しているといってよいだろう。

動の予想と実際の価格変動の間に自己現実的な連関

が生じれば，価格の上昇または下落の累積過程が起

こるかもしれないのである。商人資本は，こうした

二つの行動様式，すなわち調整的ないし投機的な行

動様式を通じて，市場という環境に適応しながら，

それを創出していると考えることができる。産業資

本の技術革新は，同じ商品を「より安く買う」とい

う商人資本の購買活動を「より安く作る」というプ

ロセス・イノベーションに，あるいは「より高く売

る」という商人資本の販売活動を「新しい商品を高

く売る」というプロダクツ・イノベーションに置換

した行動様式なのである。

仮にこのような経済状況に直面しているとし

ても，均衡論的アプローチはやはり経過的な不

均衡が生じている状況か競争の不完全な状況，

いずれにせよ正常ではない状態と解釈するであ

ろう。そうしたアプローチは，与えられた技術

集合から瞬間的に最も収益的技術が選択される

と想定することで，こうした事態を予め見ない

ようにしているのである。

与件で叙述される経済状態が時間の経過を通

じて一定不変にとどまっている状態を<静態>

と呼び，経済が時間とともに不断に変動してい

る状態をく動態>というならば，限界説が描写

する需要が自発的に変動する経済体系は動態的

ではある。だが，需要の自発的変動に対し，個

別資本が環境適応的競争と環境創出的競争を同

時に行ないながら限界的供給の調整を行なうよ

うな経済状況こそ資本主義経済に固有の<動

態>を特徴付けるものではないだろうか。

均衡論的アプローチは，環境適応的競争のみ

から市場均衡を考えるため，資本主義経済の動

態性をその理論モデノレから捨象してしまうので

ある。
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